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は じ め に 
 

 

近年、わが国においては、急速な少子化の進行をはじめとして、核家族化や高齢化 

 

の進展、更には、地域コミュニティの希薄化などで、子どもや子育てを取り巻く環境 

 

は大きく変わり、子育てに不安や負担を感じる家庭も少なくありません。 

 

国は、こうした社会状況の下で、平成24年8月に「子ども・子育て関連3法」を 

 

制定し、平成27年度から『子ども・子育て支援新制度』を実施することにしました。 

 

この新制度は、子どもやその養育者に必要な支援を行い、一人一人の子どもが健や 

 

かに成長できる社会の実現に寄与することを目的としています。 

 

 本市においては、この『子ども・子育て支援新制度』の実施に向けて、平成２５年 

 

に「小樽市子ども・子育て支援アンケート」を実施したほか、子育て中の市民や子育 

 

て支援関係者で構成する「小樽市子ども・子育て会議」の開催を通じて、御意見をい 

 

ただき、この「小樽市子ども・子育て支援事業計画」を策定しました。 

 

 これまで、アンケートに御協力いただいた市民の皆様や計画策定に御尽力いただい 

 

た関係者の皆様に深く感謝し、心から御礼を申し上げます。 

 

 今後も、子どもを生み育てやすい環境づくりに向けて、施策の推進に努めて参り 

 

ますので、市民の皆様の御理解と御協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 

 

平成 27年３月 

 

     小樽市長 中 松 義 治 
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第１部 計画の概要 
 

１ 子育て社会の背景 

国においては、急速な少子化の進行、独身男女の約９割が結婚意思を持ち、希望子ども数も

２人以上であるにもかかわらず、結婚・出産・子育ての希望がかなわない現状、家族、地域、

雇用など子ども・子育てを取り巻く環境の変化、子ども・子育て支援が質・量ともに不足、子

育ての孤立感と負担感の増加などの社会的状況があることから、全ての子どもへの良質な成育

環境を保障し、子ども・子育て家庭を社会全体で支援する「子ども・子育て新システム」を導

入する制度改革を実施することとなりました。 

 

２ 計画策定の趣旨 

子どもは社会の希望、未来を作る力であり、安心して子どもを生み育てることのできる社会

の実現は社会全体で取り組まなければならない最重要課題の一つです。 

子どもは、親、保護者が育むことが基本ですが、子どもや子育てをめぐる環境の現実は厳し

く、近年の家族構成の変化や地域のつながりの希薄化によって、子育てに不安や孤立感を感じ

る家庭は少なくありません。また、大都市を中心に生じている待機児童の解消が喫緊の課題と

なっていることや、本格的な人口減少社会が到来し、子どもを生み育てたいという個人の希望

がかなうようにするためのサポートが強く求められていることからも、国や地域を挙げて、社

会全体で子ども・子育てを支援する、新しい支え合いの仕組みを構築するということが時代の

要請、社会の役割となり、平成 24 年 2 月 17 日に「社会保障・税一体改革大綱」が閣議決

定され、子どもを生み育てやすい社会を目指して新たな子ども・子育て支援に関する制度が創

設されることとなりました。 

その後、平成24 年 8 月に「子ども・子育て関連3 法」が成立し、子ども・子育て支援新

制度が創設され、子ども・子育て支援法に基づき、市町村は、幼児期の教育・保育及び地域子

ども・子育て支援事業の提供体制の確保及び円滑な実施を総合的かつ計画的に行うため、市町

村子ども・子育て支援事業計画を定めることとなりました。 

本市においても、平成27 年4 月の新制度の施行に向けて、「小樽市子ども・子育て支援事

業計画」を策定するものです。 
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３ 計画の位置付け 

本計画は、子ども・子育て支援法第2条で定める「基本理念」を踏まえ、同法第61条第1 

項に基づき、国が定める基本的な指針に即して策定するものです。 

○ 子ども・子育て支援法 

（基本理念） 

第２条 子ども・子育て支援は、父母その他の保護者が子育てについての第一義的責任を有す

るという基本的認識の下に、家庭、学校、地域、職域その他の社会のあらゆる分野における

全ての構成員が、各々の役割を果たすとともに、相互に協力して行われなければならない。 

２ 子ども・子育て支援給付その他の子ども・子育て支援の内容及び水準は、全ての子どもが

健やかに成長するように支援するものであって、良質かつ適切なものでなければならない。 

３ 子ども・子育て支援給付その他の子ども・子育て支援は、地域の実情に応じて、総合的か

つ効率的に提供されるよう配慮して行われなければならない。 

（市町村子ども・子育て支援事業計画） 

第６１条第１項 市町村は、基本指針に即して、５年を１期とする教育・保育及び地域子ども・

子育て支援事業の提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画

を定めるものとする。 

本計画は、「小樽市総合計画」を上位計画とする子ども・子育て支援分野の個別計画として

位置付けられる計画となります。 

また、本計画は、計画期間における幼児期の学校教育・保育・地域の子育て支援についての

需給計画であり、「小樽市障害者計画」、「第2次小樽市男女共同参画基本計画」、「第2次健康

おたる２１」などの関連計画との調和を図ります。 

 

４ 計画期間 

本計画の期間は、平成27年度から平成31年度までの5年間ですが、社会状況の変化や関

連制度や法令改正、施策の推進状況を踏まえ、必要に応じて見直しを図ることとします。 

＜子ども・子育て関連計画＞ 

期間 17年度～21年度 22年度～26年度 27年度～31年度 

計画 
小樽市次世代育成支援 

行動計画（前期実施計画） 

小樽市次世代育成支援 

行動計画（後期実施計画） 

小樽市子ども・子育て 

支援事業計画 

法令 次世代育成支援対策推進法 

 

子ども・子育て支援法 
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第２部 計画の考え方 
 

少子高齢化の進行や家族の変化、地域コミュニティの希薄化、高度情報化など子育て家庭を 

取り巻く社会・経済状況は大きく変化し、子どもを生み育てることが困難だと思う人も増えて

きています。また、生まれた子どもが等しく健やかに成長していくための環境づくりが、更に

重要となっています。 

 本計画は、「子ども・子育て支援法」及び「子ども・子育て支援法に基づく基本的な指針」

による法定計画であり、現在の社会環境を踏まえて、以下の「基本理念」及び「基本方針」で

構成することとしました。 

 

１ 基本理念 

 

 

 

２ 基本方針 

 

   ・地域ニーズに基づく提供体制の確保を図ります。 

   ・地域ニーズに応じた子育て支援策の実施に努めます。 

   ・妊娠、出産等に関する情報提供や相談、支援等の充実に努めます。 

   ・認定こども園への移行を支援します。 

   ・要保護児童やひとり親家庭への支援、障害児施策の推進などに努めます。 

   ・雇用制度やワーク・ライフ・バランスの啓発に努めます。 

 

 

（１） 幼児期の教育・保育の充実 

（２） 地域の子育て支援の充実 

（３） 妊娠・出産期からの切れ目のない支援 

（４） 教育・保育環境の整備 

（５） 専門的な知識及び技術を要する支援の推進 

（６） 職業生活と家庭生活の両立の推進 

子どもを生み育てやすい環境づくりと子どもの健やかな成長を図ります。 
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３ 小樽市次世代育成支援行動計画について 

 

小樽市次世代育成支援行動計画は、平成17年の全国の合計特殊出生率が1.26と過去最低

となり、総人口も減少に転じる状況の中、すべての子どもが健やかに育ち、安心して子どもを

生み育てることができる社会を目指して、10年間の基本的方向と5年間の前期実施計画を策

定し、その後、平成22年度から5年間の後期実施計画を策定しました。 

後期実施計画は、以下の7項目を基本方針として、119の事業で構成されています。 

（１）地域における子育て支援の推進 

（２）母性並びに乳児及び幼児等の健康の確保及び増進 

（３）子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 

（４）子育てを支援する生活環境の整備 

（５）職業生活と家庭生活との両立の推進 

（６）子どもたちの安全の確保 

（７）要保護児童への対応などきめ細かな取組の推進 

後期実施計画の実施事業については、前期実施計画からの継続事業が大半ではありますが、

新規事業は、「子育て支援センターの設置箇所拡大の検討」、「公園施設に関するトイレや駐車

場のバリアフリー化」、「遊具の更新」の３項目であり、また、拡大に向けた事業は、「一時保

育」、「延長保育」、「休日保育」の実施箇所数増、「産休明け保育」の定員増、「放課後児童クラ

ブ」の土曜開設場所増、ほかに「ファミリーサポートセンター」の開設、「病児・病後児保育」

の実施、「保育所定員」の見直し、「保育サービス自己評価」の実施、「地域子供会活動」への

支援、「市営オタモイ住宅」でのファミリー向け住戸の建設、「小樽公園再整備」の12項目と

なっています。 

計画の進捗状況については、「ファミリーサポートセンター」の開設、「奥沢保育所」「銭函

保育所」の建て替え、「延長保育」「産休明け保育」の箇所数増などの事業が実施され、「一時

保育」、「休日保育」の箇所数増や、「病児・病後児保育」は未実施となっています。 

全体的な進捗については、一定の推進として評価できますが、未実施事業の「病児・病後児

保育」のほか、「延長保育」、「一時保育」、「放課後児童クラブ」などの事業は、ニーズ調査結

果を踏まえ、今後の「小樽市子ども・子育て支援事業計画」の地域子ども・子育て支援事業に

引き継がれます。 
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第３部 子ども・子育ての現状と今後 
 

 

１ 人口推移等 

 

（１） 男女別人口の推移  

国勢調査による本市の総人口は昭和35年をピークに減少傾向となっており、平成2５年９

月末時点の住民基本台帳人口では、127,793人となりました。 

なお、内訳は男性が57,765人（45.2％）、女性が70,028人（54.8％）です。 

 

図表 1 人口推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省統計局「国勢調査」（平成15年以降は小樽市「住民基本台帳」9月末現在） 

男性 女性

昭和25年 178,330 87,163 91,167

昭和30年 188,448 92,754 95,694

昭和35年 198,511 96,807 101,704

昭和40年 196,771 94,477 102,294

昭和45年 191,856 91,134 100,722

昭和50年 184,406 86,738 97,668

昭和55年 180,728 84,981 95,747

昭和60年 172,486 80,170 92,316

平成2年 163,211 75,453 87,758

平成7年 157,022 71,914 85,108

平成12年 150,687 68,687 82,000

平成15年 147,124 67,428 79,696

平成16年 145,493 66,535 78,958

平成17年 143,490 65,600 77,890

平成18年 141,322 64,540 76,782

平成19年 139,267 63,505 75,762

平成20年 137,120 62,470 74,650

平成21年 135,168 61,483 73,685

平成22年 133,168 60,412 72,756

平成23年 131,444 59,585 71,859

平成24年 129,947 58,873 71,074

平成25年 127,793 57,765 70,028

区分 総人口
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（２） 年齢別人口の推移 

本市の総人口に占める年齢別人口のうち、0～14歳の人口（年少人口）と15～64歳の

人口（生産年齢人口）は、減少傾向が続いています。一方で、65 歳以上の人口（老年人口）

は増加傾向が続いています。 

平成 21年には老年人口が 30％を上回り、生産年齢人口が 60%を下回りました。また、

平成22年には年少人口が10％を下回りました。 

 

図表 2 年齢別人口推移 

 

 
資料：総務省統計局「国勢調査」（平成15年以降は小樽市「住民基本台帳」9月末現在） 
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（15～64 歳）

老年人口

（65 歳以上）

割合 割合 割合

昭和35年 57,100 28.8% 131,067 66.0% 10,344 5.2%

昭和40年 46,740 23.8% 137,929 70.1% 12,102 6.2%

昭和45年 41,208 21.5% 136,245 71.0% 14,403 7.5%

昭和50年 40,411 21.9% 127,028 68.9% 16,945 9.2%

昭和55年 37,726 20.9% 123,488 68.3% 19,514 10.8%

昭和60年 32,675 18.9% 117,821 68.3% 21,988 12.7%

平成2年 25,242 15.5% 112,165 68.7% 25,804 15.8%

平成7年 20,352 13.0% 106,146 67.6% 30,524 19.4%

平成12年 17,398 11.5% 98,035 65.1% 35,253 23.4%

平成15年 16,001 10.9% 93,459 63.5% 37,664 25.6%

平成16年 15,577 10.7% 91,727 63.0% 38,189 26.2%

平成17年 15,149 10.6% 89,627 62.5% 38,714 27.0%

平成18年 14,739 10.4% 87,090 61.6% 39,493 27.9%

平成19年 14,389 10.3% 84,735 60.8% 40,143 28.8%

平成20年 13,935 10.2% 82,427 60.1% 40,758 29.7%

平成21年 13,554 10.0% 80,297 59.4% 41,317 30.6%

平成22年 13,170 9.9% 78,435 58.9% 41,563 31.2%

平成23年 12,786 9.7% 76,874 58.5% 41,784 31.8%

平成24年 12,499 9.6% 74,820 57.6% 42,628 32.8%

平成25年 12,111 9.5% 72,086 56.4% 43,596 34.1%

年少人口
（0～14 歳）

生産年齢人口
（15～64 歳）

老年人口
（65 歳以上）
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２ 将来人口の見通し 

 

（１） 将来の人口推計  

本市の将来人口を「コーホート変化率法」を用いて推計すると、平成 25 年（３月末現在）

に127,970人であった人口は減少傾向が続き、平成31年末には、114,655人になると予

測されます。 

 

図表 3 将来人口推計  

                                                                                                     
小樽市「住民基本台帳」に基づく推計（子育て支援課）   

 

 

 

（２） 児童数の将来の人口推計 

就学前児童数を過去数年の減少率を用いて推計すると、平成 31 年末では 3,855 人とな

り、約9%の減少が予測されます。また、小学生については、教育委員会の児童生徒数の推計

により算定しています。 

 

図表 4 児童数の将来人口推計  
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実績    推計⇒   



- 8 - 

 

3 未婚率の推移 

 

（１） 年齢別未婚率の推移  

平成２２年の国勢調査による本市の年齢別未婚率は、男女とも 20～24 歳、女性の 30～

34歳の割合がわずかに減少していますが、全体的には増加傾向にあります。 

特に男女とも30～34歳において増加傾向が著しく、男性の約5割、女性の約4割が未婚

となっています。 

 

図表 5 年齢別未婚率の推移  

 
【男性】                     【女性】 

  
【男性】 

 

 

【女性】 

 

資料：総務省統計局「国勢調査」    
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34.1%
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34.9%
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0%

20%

40%

60%

80%

100%

S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22

20～24歳
25～29歳
30～34歳

総数 未婚者 未婚率 総数 未婚者 未婚率 総数 未婚者 未婚率

昭和55年 5,290 4,738 89.6% 5,630 2,738 48.6% 7,100 1,448 20.4%

昭和60年 5,005 4,586 91.6% 4,078 2,207 54.1% 5,206 1,413 27.1%

平成2年 4,786 4,404 92.0% 3,758 2,323 61.8% 3,704 1,161 31.3%

平成7年 5,246 4,825 92.0% 3,820 2,492 65.2% 3,676 1,334 36.3%

平成12年 4,451 4,099 92.1% 4,395 2,942 66.9% 3,819 1,642 43.0%

平成17年 3,583 3,356 93.7% 3,432 2,424 70.6% 4,034 1,986 49.2%

平成22年 2,761 2,569 93.0% 2,568 1,856 72.3% 3,123 1,585 50.8%

20～24歳 25～29歳 30～34歳

総数 未婚者 未婚率 総数 未婚者 未婚率 総数 未婚者 未婚率

昭和55年 6,174 5,086 82.4% 6,710 2,288 34.1% 8,076 1,184 14.7%

昭和60年 5,801 4,982 85.9% 4,864 2,058 42.3% 6,145 1,092 17.8%

平成2年 5,557 4,882 87.9% 4,460 2,299 51.5% 4,285 1,018 23.8%

平成7年 5,920 5,221 88.2% 4,508 2,534 56.2% 4,205 1,183 28.1%

平成12年 4,806 4,219 87.8% 4,868 2,873 59.0% 4,289 1,497 34.9%

平成17年 3,733 3,350 89.7% 3,743 2,305 61.6% 4,314 1,677 38.9%

平成22年 2,826 2,505 88.6% 2,691 1,690 62.8% 3,298 1,267 38.4%

20～24歳 25～29歳 30～34歳
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（２） 生涯未婚率の推移  

本市の生涯未婚率は、男性については著しい増加傾向にあり、平成 22 年では 2 割を超え、

全国や北海道と比較しても、その割合は高くなっています。 

また、女性の生涯未婚率も増加傾向にあり、平成 22 年では 17.31％となっており、全国

や北海道と比較しても、その割合は著しく高くなっています。  

 

 

図表 6 生涯未婚率の推移  
男性                        女性 

  

 

 
資料：総務省統計局「国勢調査」 
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男性 女性 男性 女性 男性 女性

昭和55年 2.60% 4.45% 2.13% 3.33% 3.65% 6.35%

昭和60年 3.89% 4.32% 3.08% 3.48% 5.00% 5.90%

平成2年 5.57% 4.33% 4.28% 4.07% 6.55% 6.30%

平成7年 8.99% 5.10% 6.79% 5.53% 9.45% 8.30%

平成12年 12.57% 5.82% 10.06% 6.95% 13.95% 10.40%

平成17年 15.96% 7.25% 14.03% 9.26% 17.45% 13.00%

平成22年 19.77% 10.46% 19.34% 13.40% 22.94% 17.31%

全国 北海道 小樽市
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４ 出生状況 

 

本市の出生数は、昭和45年からは減少傾向となり、平成24年には646人となりました。 

本市の出生率は、平成23・24年には千人当たり5.0（昭和45年の3分の1以下に減少）と

なり、全国や北海道と比較しても、低い数値となっています。 

また、本市の合計特殊出生率は、昭和 45 年から平成 17 年にかけて減少傾向にありましたが、

その後、平成22年まではわずかに増加傾向にありました。しかしながら、平成23年からは再び

減少傾向に転じています。 

 

図表 7 合計特殊出生率の推移 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「人口動態統計」、小樽市保健所資料  
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北海道
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出生数

（人）

小樽市 全国 北海道 小樽市 全国 北海道 小樽市

昭和45年 2,978 18.8 17.7 15.5 2.13 1.93 1.75

昭和50年 2,705 17.1 16.8 14.7 1.91 1.82 1.66

昭和55年 1,906 13.6 13.6 10.5 1.75 1.64 1.37

昭和60年 1,467 11.9 11.7 8.5 1.76 1.61 1.31

平成2年 1,068 10 9.7 6.5 1.54 1.43 1.12

平成7年 1,045 9.6 8.8 6.7 1.42 1.31 1.13

平成12年 976 9.5 8.3 6.5 1.36 1.23 1.07

平成15年 935 8.9 8 6.4 1.29 1.2 1.09

平成16年 815 8.8 7.8 5.7 1.29 1.19 0.98

平成17年 756 8.4 7.4 5.3 1.26 1.15 0.94

平成18年 810 8.7 7.6 5.7 1.32 1.18 1.04

平成19年 780 8.6 7.5 5.7 1.34 1.19 1.05

平成20年 758 8.7 7.4 5.6 1.37 1.2 1.07

平成21年 729 8.5 7.3 5.5 1.37 1.19 1.08

平成22年 733 8.5 7.3 5.6 1.39 1.21 1.17

平成23年 688 8.3 7.2 5.0 1.39 1.25 1.11

平成24年 646 8.2 7.1 5.0 1.41 1.26 1.08

出生率

（人口千対）
合計特殊出生率
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※ 

５ 就労状況 

 

（１） 労働力状態 
平成22年の国勢調査による本市の15

歳以上人口は118,822人で、そのうち就

業者は54,510人、完全失業者は5,506

人で、これらの両方を合わせた労働力人口

は60,016人であり、15歳以上人口に占

める労働力率は51%となっています。また、

完全失業者は15歳以上人口が減少してい

るにもかかわらず、平成17年と比べて

375人増加しました。 

一方で、家事従事者・通学者・高齢者な

どの非労働力人口は57,617人となり、15

歳以上人口の49%を占めています。 

また、労働力率を男女別にみると、男性

が約63%、女性が約41%であり、低下傾

向となっています。             
資料：総務省統計局「国勢調査」 

 

（２） 男女別労働力率 
男女別労働力率を年齢5歳階級別にみると、男性は25歳から59歳までの各年齢階級で

90％以上と高い台形型となっています。 

また、平成17年と比べると、60歳代の労働力率が上昇しています。 

女性は25～29歳と40～44歳を頂点とし、30～34、35～39歳を谷とするＭ字カーブ

となっており、男性同様に60歳代の労働力率が上昇しているほか、30～44歳の各年齢階級

では 3.5ポイント以上の上昇となっています。 

※ M字カーブ：結婚・出産期に当たる年代に一旦低下し、育児が落ち着いた時期に再び上昇するグラフ形状を指す表現 

 
 図 2 年齢（5歳段級）、男女別労働力率（平成 17年、平成22年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：総務省統計局「国勢調査」 
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６ 教育・保育資源の状況 
 

（１） 保育施設・幼稚園の入所・入園状況  

 

■施設の開設数、定員  平成26年4月1日現在（幼稚園：平成26年5月1日現在） 

 * 認定こども園 幼保連携型：1、幼稚園型：1を含む。（箇所、人） 

 認可保育所 認可外保育施設 幼稚園 

一般施設 事業所内施設 院内施設 

箇所数 定員 箇所数 定員 箇所数 定員 箇所数 定員 箇所数 定員 

公立 6 425 0 0 0 0 1 30 0 0 

民間 16 995 6 168 1 32 7 146 14 1,700 

合計 22 1,420 6 168 1 32 8 176 14 1,700 

入所児童数  1,324  111  15  137  1,229 

入所率 93.2% 66.1% 46.9% 77.8% 72.3% 

 
■年齢別保育所入所者数の推移（各年度3月1日現在）  ■年齢別幼稚園入園者数の推移（各年度5月1日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 地域別の教育・保育施設 

本市の9地区の教育・保育資源は、南小樽地区や山手地区に多くなっています。 

地区別の教育・保育資源  
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※ 認定こども園は、幼稚園、認可保育所各々で計上 

※ ファミリーサポートセンターは含めていない。 
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地区別の教育・保育資源の詳細 

地区 区分 名称 定員 備考 

塩谷地区 認可保育所 あかつき保育園 40 乳児保育（産休明けから） 

    蘭島保育園 30 
世代間交流事業、乳児保育（産休

明けから） 

長橋・ｵﾀﾓｲ地区 幼稚園 小樽杉の子幼稚園 120 延長保育 

 
  長橋幼稚園 140 延長保育 

 
認可保育所 長橋保育所 45 世代間交流事業 

  

  

相愛保育所 60 
異年齢児交流事業、乳児保育（産

休明けから） 

龍徳オタモイ保育園 60 乳児保育（産休明けから）  

認可外保育施

設 

NPO法人 

小樽ひばり保育園 
55 

乳児保育（生後6か月から）、延

長保育、一時保育 

院内保育施設 石橋病院保育園 -  

高島地区 認可保育所 赤岩保育所 105 

世代間交流事業、延長保育、乳児

保育（産休明けから）、地域子育

て支援センター事業  

手宮地区 認定こども園 手宮幼稚園 60 延長保育 

  認可保育所 手宮保育所 85 乳児保育（産休明けから） 

中央地区 幼稚園 いなほ幼稚園 120 延長保育 

  

 

 

 

 

 

 

認可保育所 中央保育所 120 
延長保育、休日保育、乳児保育（産

休明けから） 

  愛育保育園 70 
異年齢児交流事業、延長保育、乳

児保育（産休明けから） 

  杉の子保育園 60 乳児保育 （産休明けから） 

院内保育施設 
小樽掖済会病院付属

保育所 らっこ 
16  

山手地区 幼稚園 小樽オリーブ幼稚園 90 延長保育 

 
  小樽藤幼稚園 90 延長保育 

 
  ロース幼稚園 70 延長保育 

 
  小樽中央幼稚園 105 延長保育 

 
  まや幼稚園 120 延長保育 

 
認可保育所 最上保育所 45 乳児保育（生後6か月から） 

 
  日赤保育所 90 

一時的保育、乳児保育（産休明け

から） 

    ゆりかご保育園 60 
一時的保育、世代間交流事業、乳

児保育（産休明けから） 

南小樽地区 幼稚園 小樽幼稚園 150 延長保育 

 
  小樽高田幼稚園 120 延長保育 

 
認可保育所 奥沢保育所 70 

世代間交流事業、延長保育、乳児

保育（産休明けから）、地域子育

て支援センター事業  

 
  若竹保育所 30 乳児保育（産休明けから）  

 

  

  

龍徳保育園 60 
異年齢児交流事業、乳児保育（産

休明けから） 

あおぞら保育園 80 
延長保育、一時的保育、乳児保育

（産休明けから） 
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地区 区分 名称 定員 備考 

 

認可外保育 

施設 

 

青い鳥保育園 27 
プライベート預かり（一時的保育

や時間単位での預かり） 

 

託児ＲＯＯＭ マミー 20 
乳児保育（産休明けから）、延長保

育、一時保育 

キッズルーム アップ

ル 
18 

乳児保育（産休明けから）、延長

保育、一時保育、夜間保育、休日

保育 

 院内保育施設 市立小樽病院保育室 30  

 

北海道社会事業協会 

小樽病院院内保育所 

「たるっ子」 

25  

北海道済生会 

小樽病院保育所 
40  

朝里地区 幼稚園 さくら幼稚園 160 延長保育 

 
  朝里幼稚園 210 延長保育 

 
認可保育所 新光保育園 90 

世代間交流事業、延長保育、乳児

保育（産休明けから） 

 
  さくら保育園 60 延長保育 

  

  さくら乳児保育園  30 
延長保育、乳児保育（産休明けか

ら） 

院内保育施設 

朝里中央病院付属 

あさひ保育園 
-  

東小樽病院 

ひまわり保育園 
30  

銭函地区 認定こども園 桂岡幼稚園 145 延長保育 

 

 
 桂岡保育園 55 

延長保育、乳児保育（生後6か月

から） 

 
認可保育所 銭函保育所 75 

延長保育、乳児保育（産休明けか

ら）、地域子育て支援センター事業 

 

認可外保育施

設 

NPO法人 

かもめ保育園 
45 

乳児保育（産休明けから）、延長

保育 

  
事業者内保育

施設 

だるま食品㈱内 

だるまちゃん保育園 

 

32 

 
 

 院内保育施設 
札樽病院 

ひまわり保育所 
35  

※ 認定こども園・認可保育所・認可外保育施設等の掲載内容は、平成２６年4月１日現在 

幼稚園の掲載内容は、平成２6年５月１日現在 
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7 放課後児童クラブ 
  

放課後児童クラブは、下校後、帰宅しても保護者が留守の小学校３年生まで（特別支援学級等在

籍児童は６年生まで）の児童を対象に、小学校の余裕教室や公共施設等を利用して、現在は、市内

２１か所で開設しています。児童クラブでは、指導員がスポーツ、レクリエーション等遊びを通じ

て、集団生活や児童が自主性を身に付けるよう指導を行っています。 

 

■開設場所 

小学校１８校、勤労女性センター、塩谷児童センター、いなきた児童館 

 

■入会児童数（平成26年５月１日現在） 合 計 596人 

 

■学年別内訳（平成26年５月１日現在） 

 

■入会児童数の推移（各年度5月1日現在） 

 
 

■入会児童数の学年別内訳（各年度5月1日現在）     ※グラフは1～3年の表示 

 

562 
590 592 599 596 

540

560

580

600

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

計 562 590 592 599 596

6年 0 0 0 2 2

5年 0 0 4 5 2

4年 1 4 7 3 4

3年 121 147 137 141 146

2年 215 189 212 202 199

1年 225 250 232 246 243

225 250 232 246 243 

215 189 212 202 199 

121 147 137 141 146 

562 590 592 599 596 

0

100

200

300

400

500

600

6年

5年

4年

3年

2年

1年

長橋小学校   42人 緑小学校    21人 望洋台小学校 37人 勤労女性センター47人 

高島小学校   37人 最上小学校   32人 桜小学校     50人 塩谷児童センター19人 

幸小学校    26人 入船小学校   19人 朝里小学校   65人 いなきた児童館  14人 

手宮西小学校 13人 奥沢小学校     9人 張碓小学校   13人  

手宮小学校   12人 天神小学校   11人 桂岡小学校     7人 

花園小学校   52人 潮見台小学校 32人 銭函小学校   38人 

1年 2年 3年 4年 5年 6年 

243人 199人 146人 4人 2人 2人 

40.8% 33.4% 24.5% 0.7% 0.3% 0.3% 
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8 ニーズ調査結果の概要 

 

子ども・子育て支援事業計画策定に係るニーズ調査の実施 

 

本計画の策定は、国が定める基本的な指針に基づき、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事

業の現在の利用状況を把握するとともに、保護者に対する調査等を行い、これらを踏まえて、教育・

保育及び地域子ども・子育て支援事業の需要量の見込みを推計することとされています。 

 そのため、下記のとおり、ニーズ調査を行いました。 

 

＜調査の概要＞ 

                                                

（１） 調査目的 

「子ども・子育て支援事業」の計画策定に向けて、就学前児童の保護者を対象とした幼稚園や

保育所、子育て支援事業などについての「現在の利用状況」と「今後の利用希望」などを把握す

るためのアンケート調査と、放課後児童クラブ利用児童の保護者を対象とした放課後児童クラブ

の「今後の利用希望」などを把握するためのアンケート調査を実施しました。 

 

（２） 調査対象 

 ①市内在住の小学校就学前のお子さんを持つ保護者          2,000件 

②市内在住の放課後児童クラブ利用児童（小1～小3）の保護者    508件 

 

（３） 調査方法 

・住民基本台帳から無作為に抽出し、郵送等により調査票を送付及び回収 

・調査期間は、平成25年11月1日～11月20日 

 

 

（４）回収結果 

就学前児童を対象としたアンケート調査及び放課後児童クラブ利用児童を対象としたアンケ

ート調査の配布数と回収結果は以下のとおりです。 

 

  

 児童数 送付数 回収数 回収率 

①就学前児童の保護者 

 

就学前児童 

4,302人 
2,000件 888件 44.4％ 

②放課後児童クラブ利用児童

の保護者 

（小1～小3） 

536人 
508件 412件 81.1％ 
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第４部 事業計画 
 

 

１ 教育・保育提供区域の設定 

 

教育･保育の提供区域は、区域内の需要量の見込み及び需要量の調整に柔軟に対応できること

や、教育の特徴に基づく幼稚園利用や稼動状況に合わせた保育所利用などの利用者ニーズに柔軟

に対応できること、地域子ども・子育て支援事業の区域は全市が望ましいことなどの理由から、

全市（1区域）として定めます。 

 

２ 幼児期の教育・保育 

 

（１） 子ども・子育て支援新制度 

新制度は、「子どものための教育・保育給付」と「地域子ども・子育て支援事業」に分かれ

ます。 
 

「子どものための教育・保育給付」 
 

幼児期の学校教育と、保育の必要性のある子どもへの保育については、幼稚園・保育所・認定

こども園などの教育・保育施設や、小規模保育などの地域型保育事業を利用した場合に、給付が

行われます。給付費は利用者への直接的な給付ではなく、各施設等が代理で給付を受け、利用者

は施設等からサービスを受ける仕組み（法定代理受領）となります。施設への給付は、「施設型

給付」と「地域型保育給付」に分かれます。 
 

■「施設型給付」 

施設型給付の対象事業は、幼稚園・保育所・認定こども園などの教育・保育施設です。 

施設型給付費は、市町村が支給します。 
 

■「地域型保育給付」 

新制度では定員が 19 人以下の保育事業について、市町村による認可事業（地域型保育事業） 

として、地域型保育給付の対象となります。地域型保育の給付対象事業は、「小規模保育事業（定

員６～１９人以下）」、「家庭的保育事業（定員５人以下）」、「居宅訪問型保育事業」、「事業所内保

育事業」の４種類から構成されます。 
 

「地域子ども・子育て支援事業」 
 

地域子ども・子育て支援事業は、次の 13 事業があります。 

①利用者支援事業、②地域子育て支援拠点事業、③妊婦健康診査事業、④乳児家庭全戸訪問事業、 

⑤養育支援訪問事業及び要保護児童対策地域協議会その他の者による要保護児童等に対する支 

援に資する事業、⑥子育て短期支援事業、⑦子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・

センター事業）、⑧一時預かり事業、⑨時間外保育（延長保育）事業、⑩病児（病後児）保育事

業、⑪放課後児童健全育成事業、⑫実費徴収に係る補足給付を行う事業、⑬多様な主体が本制度

に参入することを促進するための事業〔本計画は国の基本的な指針に基づき、①～⑪を掲載して

います。〕 
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（２） 現行制度との比較 

 

現行制度 新制度 

＜認可施設＞ 

■認定こども園 

  ・幼保連携型   【私学助成】 

【運営費】 

  ・幼稚園型   【私学助成】 

  ・保育所型   【運営費】 

  ・地方裁量型  【補助なし】 

 ■幼稚園     【私学助成】 

■保育所     【運営費】 

 

 

  

＜教育・保育施設＞  

■認定こども園 

  ・幼保連携型 

  ・幼稚園型 

  ・保育所型    

  ・地方裁量型 

 ■幼稚園   

■保育所   **委託費** 

 

＜地域型保育施設＞  

■小規模保育 定員6人～19 人 

■家庭的保育 定員５人以下 

■事業所内保育（従業員枠＋地域枠） 

■居宅訪問型保育 

■幼稚園 

（新制度に移行しないことを選択した幼稚園 

 ⇒現行の私学助成のまま） 

＜認可外施設＞ 

 ■認可外保育施設 

 

・一般（不特定の児童受入れ） 

・事業所内保育施設 

＜認可外施設＞ 

■認可外保育施設（新制度に移行しないことを選択した

認可外保育施設） 

  ・一般（不特定の児童受入れ）  

  ・事業所内保育施設 

新制度＜地域子ども・子育て支援事業＞ 

のうち、現在実施している事業 

② 地域子育て支援拠点事業   

③ 妊婦健康診査事業 

④ 乳児家庭全戸訪問事業 

 

 

 

 

⑦ ファミリーサポートセンター事業 

⑧ 一時預かり事業 

⑨ 延長保育事業 

 

⑪ 放課後児童クラブ（放課後児童健全育

成事業） 

 

＜地域子ども・子育て支援事業＞ 

① 利用者支援事業 

② 地域子育て支援拠点事業 

③ 妊婦健康診査事業 

④ 乳児家庭全戸訪問事業 

⑤ 養育支援訪問事業及び要保護児童対策地域協議

会その他の者による要保護児童等に対する支援に

資する事業 

⑥ 子育て短期支援事業（ｼｮｰﾄｽﾃｲ･ﾄﾜｲﾗｲﾄｽﾃｲ） 

⑦ 子育て援助活動支援事業（ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ事業） 

⑧ 一時預かり事業 

⑨ 時間外保育（延長保育）事業 

⑩ 病児（病後児）保育事業 

⑪ 放課後児童健全育成事業 

⑫ 実費徴収に係る補足給付事業 

⑬ 多様な主体の新制度への参入促進事業 

* 幼 稚 園：学校教育法に定める３～５歳児に対して学校教育を行う施設 
* 保 育 所：児童福祉法に定める保育を必要とする０～５歳児に対して保育を行う施設 
* 認定こども園：幼稚園と保育所の機能を併せ持つ施設 
* 子育て支援：教育・保育その他の子どもの健やかな成長のために行われる支援 
 

施設型給付の
対象となる 

地域型保育給付
の対象となる 

※ 本計画は国の基本 

的な指針に基づき、 

①～⑪を掲載 
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（３） 認定区分 

新制度では、市内に居住する０～５歳の子どもについて、幼稚園、保育所、認定こども園な

どの利用に際して、国が定める次の３つの区分において認定します。 

 

■認定区分と提供施設 

認定区分 提供施設 

１号 ３～５歳、幼児期の学校教育のみ 幼稚園、認定こども園 

２号 ３～５歳、保育の必要性あり 保育所、認定こども園 

３号 ０～２歳、保育の必要性あり 保育所、認定こども園、地域型保育事業 

 

 

（４） 需要量の見込み 

計画期間（平成 27 年度～平成 31 年度）における「幼児期の学校教育・保育の需要量の見

込み」を定めるものですが、０～５歳の就学前児童数（推計人口）を基に近年の入園・入所動

向を踏まえて、就学前児童に関する学校教育・保育の需要量に関する推計を行いました。 

 

 ※ 需要量の見込み：就学前児童に対して学校教育・保育が必要とされる見込み量 

 

 

（５） 提供体制の確保の内容及び実施時期 

市は、設定した「幼児期の学校教育・保育の需要量の見込み」に対応できるよう教育･保育

施設及び地域型保育事業による確保の内容及び実施時期（確保方策）を定めます。 

 

 ※ 供給量の見込み：施設及び事業者から提供される学校教育・保育のサービス量 

 

 

■教育･保育の概況  ０～５歳人口：4,221 人（H26.3.31 現在） ※ 時点が異なります。 

幼稚園利用者（H26.5.1）  

３～５歳  

認可保育所利用者（H26.3.1） 

３～５歳 ０～２歳 

1,229 人（29％） 
813人 703 人 

０～５歳  1,516 人（36％） 

 

 

■教育・保育：「需要量の見込み」に対する「確保の内容」及び「実施時期」 

 

０～５歳の就学前児童数（推計人口）は減少傾向にありますが、保育所利用は経済社会状況に

よる影響や幼稚園利用は教育ニーズなどから、需要の変動を生じることがあります。市は、設定

した「幼児期の学校教育・保育の需要量の見込み」に対応できるよう教育･保育施設及び地域型

保育事業による確保の内容及び実施時期（確保方策）を定めるとともに、それぞれの需要量の増

加については、原則として、既存施設の活用を図ります。 

計画期間（平成 27 年度～平成 31 年度）における「幼児期の学校教育・保育の需要量の見込

み」は次表のとおりであり、今後も適切な施設の利用定員を設定し、円滑な施設利用が図られる

よう努めていきます。 
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幼稚園 左記 幼稚園 左記

希望 以外 希望 以外

幼稚園 左記 幼稚園 左記

希望 以外 希望 以外

幼稚園 左記

希望 以外

　
　
　

- -

特定地域型
保育事業 - - - - -

過不足
（②-①） 485 72 28 -10 38

合計 1,555 802 698 200 498

460

②
確
保
方
策

特定教育・保
育施設 250 732 668 195 473

確認を受けな
い幼稚園 1,305

①需要量の
見込み 750 320 730 670 210

認可外保育
施設 - 70 30 5 25

- -

平成３１年度

１号
２号

３号
0歳 １・２歳

28

過不足
（②-①） 445 42 8 -20 455 62 18 -10 28

1,555 802 698 200 498合計 1,555 802 698 200 498

25 - 70

特定地域型
保育事業 - - - - -

30 5 25

- - - - -

認可外保育
施設 - 70 30 5

473

確認を受けな
い幼稚園 1,305 - - - - 1,305 - - - -

470

②
確
保
方
策

特定教育・保
育施設 250 732 668 195 473 250 732

470 770 330 740 680 210

①需要量の
見込み 780 330 760 690 220

668 195

平成２９年度 平成３０年度

１号
２号

過不足
（②-①） 395 12 -12 -20 8

３号 １号
２号

３号
0歳 １・２歳 0歳 １・２歳

200 498

- 70 30 5 2525

415 32 -2 -20 18

認可外保育
施設 - 70 30 5

498 1,555 802 698

- - - -

1,305 - - - -

732 668 195 473

確認を受けな
い幼稚園 1,305 - - - -

②
確
保
方
策

特定教育・保
育施設 250 732 668 195 473 250

220 490 800 340

特定地域型
保育事業 - - - - - -

合計 1,555 802 698 200

0歳 １・２歳 0歳 １・２歳

①需要量の
見込み 810 350 790 710

平成２７年度 平成２８年度

１号
２号

３号 １号
２号

３号

220 480770 700

※ 各年度において、３号

（０歳児）分が不足となる

が、定員弾力化（一定の条

件の下での定員を超えての

受入れ）により受入れ可能
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３ 地域子ども・子育て支援事業 

 

■「需要量の見込み」に対する「確保の内容」及び「実施時期」 

 

 

（１） 利用者支援事業 

子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の情報提 

供を行い、必要に応じてそれらの相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実

施する事業 

 

＜確保方策＞ 

  子どもの保護者からの「子ども・子育て支援新制度」移行に伴う教育・保育サービスの制度 

改正に関する照会や、教育・保育施設、地域子育て支援事業などの利用に関する相談に応じる 

とともに、個々の家庭状況に則した適切なサービス利用が円滑に図られるよう本市（子育て支

援課）に専任の相談員 1名を配置します。 

 

（実施箇所数） 

 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

需要量の見込み 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

確保方策 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

 

 

 

 

（２） 地域子育て支援拠点事業 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の提 

供、助言その他の援助を行う事業 

 

＜確保方策＞ 

  本市においては、「市立保育所の規模・配置に関する計画」（平成 22 年 12 月策定）で、総

合的な子育て支援の核としての役割を担う拠点施設として、銭函保育所（支援センター：あそ

ぼ）、奥沢保育所（支援センター：げんき）、赤岩保育所（支援センター：風の子）の 3か所の

施設が、位置付けされています。今後も、市の関係機関のほか、「わくわく広場」など子育て

支援にかかわる市内事業者やボランティア活動していただいている市民の皆さんなどと連携

を図りつつ、地域から子育て家庭を支える取組を進めていきます。 

また、利用者のニーズの把握に努め、情報化社会の中での周知方法や、子育てに資するサー

ビス事業の在り方を検討しながら、取り組みます。 

 

（月：延べ利用人数） 

 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

需要量の見込み 480 人 470 人 460 人 450 人 440 人 

確保方策 500 人 500 人 500 人 500 人 500 人 
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（３） 妊婦健康診査事業 

妊婦の健康の保持増進及び経済的負担の軽減のために、国の妊婦健康診査の基準に基づく妊

婦健康診査を医療機関において実施し、その費用を公費負担する事業（検査項目①健康状態の

把握、②検査計測、③保健指導、④妊娠期間中の適時に必要に応じた医学的検査） 

 

＜確保方策＞ 

妊婦の健康管理の向上並びに妊娠中の異常の早期発見及び適切な指導、処置等のため、妊婦

一般健康診査 14 回分と超音波検査 6 回分を公費負担としており、今後も、本事業を継続し、

安心で健やかな妊娠・出産を支援します。 

 

（年：延べ健診回数） 

 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

需要量の見込み 672 人 661 人 649 人 637 人 626 人 

健診回数 7,728 回 7,602 回 7,464 回 7,326 回 7,199 回 

確保方策 実施場所： 
 医療機関 

検査項目： 
 国の基準 

実施場所： 
 医療機関 

検査項目： 
 国の基準 

実施場所： 
 医療機関 

検査項目： 
 国の基準 

実施場所： 
 医療機関 

検査項目： 
 国の基準 

実施場所： 
 医療機関 

検査項目： 
 国の基準 

 

 

 

（４） 乳児家庭全戸訪問事業 

生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を保健師、助産師などが訪問し、子育てに関する情

報提供、乳児及びその保護者の心身の状況、養育環境等の把握を行うほか、育児についての相

談に応じ、助言その他の支援を行う事業 

 

＜確保方策＞ 

  育児等に関する不安や悩みの聴取、子育て支援に関する情報提供、要支援家庭に対するサー 

ビスの提供や関係機関との連絡調整などを通して、乳児のいる家庭の地域からの孤立化を防ぎ、 

健全な育成環境の確保を図るため、本事業を継続します。 

 訪問結果に応じた継続支援の取組や関係機関等との連携を図り、適切な支援に努めます。 

 

（年：延べ訪問人数） 

 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

需要量の見込み 659 人 649 人 639 人 629 人 619 人 

実施率 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

確保方策 実施体制： 
 保健師など 
実施機関： 

 小樽市 

実施体制： 
 保健師など 
実施機関： 

 小樽市 

実施体制： 
 保健師など 
実施機関： 

 小樽市 

実施体制： 
 保健師など 
実施機関： 

 小樽市 

実施体制： 
 保健師など 
実施機関： 

  小樽市 
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（５） 養育支援訪問事業及び要保護児童対策地域協議会その他の者による要保護児童 

等に対する支援に資する事業 

・ 養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導、助言等を

行うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保する事業 

・ 子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業（その他要保護児童等の支援に資する事業） 

・ 要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図るため、

調整機関職員やネットワーク構成員（関係機関）の専門性強化と、ネットワーク機関間の

連携強化を図る取組を実施する事業 

 

＜確保方策＞ 

  子育て支援サービスを利用することが困難で、訪問による養育支援が必要な家庭に対し、適

切な養育が行われるよう、保健師等が訪問してきめ細かく指導、助言等を行います。 

中でも、児童虐待のリスクを抱える家庭については、要保護児童対策地域協議会のネットワ

ークを活用し、未然防止に向けて早期に関係機関と連携しながら支援の強化を図ります。 

 

（年：実訪問人数） 

 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

需要量の見込み 10 人 10 人 10 人 10 人 10 人 

実施率 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

確保方策 実施体制： 
現行体制で

対応しつつ、
事業化に向け
た検討を進め
る。 

実施体制： 
 保健師など 
実施機関： 

 小樽市 

実施体制： 
 保健師など 
実施機関： 

 小樽市 

実施体制： 
 保健師など 
実施機関： 

 小樽市 

実施体制： 
 保健師など 
実施機関： 

  小樽市 

※ ２７年度は、市の関係機関において事業化に向けた検討を進めます。 

 

 

（６） 子育て短期支援事業 

保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児童 

について、児童養護施設等に入所させ、必要な保護を行う事業（短期入所生活援助事業（ショ 

ートステイ事業）及び夜間養護等事業（トワイライトステイ事業）がある。） 

 

＜確保方策＞ 

  本事業に対するニーズの把握に努め、本市における事業の実施形態を研究します。実施施設

については、児童養護施設等であるため、道内自治体の実施状況を把握し、養育・保護の必要

性に応じた実施体制の確保を検討します。 

 

（年：実利用人数） 

 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

需要量の見込み 20 人 20 人 20 人 20 人 20 人 

確保方策 
事業化につ

いて調査・研
究する。 

必要な場合
は、実施体制
の確保を検討
する。 

同左 同左 同左 

※２７年度は、調査・研究を進め、必要な場合は、実施体制の確保を検討します。 
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（７） 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預かり等の援助を 

受けることを希望する者と当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関する連絡

及び調整等を行う事業 

 

＜確保方策＞ 

  今後、より円滑な援助活動の推進及び提供会員の更なる増加に向けて、「提供会員養成講習

会」開催などを継続しつつ、取り組みます。 

また、利用会員の利用状況や意識の把握に努め、利用者ニーズにできるだけ対応できるよう

事業の在り方を必要に応じて、検討します。 

 

（年：延べ利用人数） 

 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

需要量の見込み 740 人 740 人 740 人 740 人 740 人 

確保方策 740 人 740 人 740 人 740 人 740 人 

 

 

 

 

（８） 一時預かり事業 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として昼間に、

認定こども園、幼稚園、保育所、地域子育て支援拠点その他の場所で、一時的に預かり、必要

な保護を行う事業 

 

＜確保方策＞ 

 

① 幼稚園における預かり保育 

 幼稚園での預かり保育は、通常の教育標準時間以後の時間や土曜日、長期休業期間などに預

かり保育を希望する児童を対象として実施されています。新制度移行後は、認定こども園及び

新制度に移行する幼稚園を対象とする新たな一時預かり事業を国が創設するため、国の制度内

容を踏まえ、本市においても、新たに幼稚園での預かり保育事業を取り組みます。 

 

（年：延べ利用人数） 

 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

需要量の見込み 32,200 人 31,600 人 31,000 人 30,400 人 29,800 人 

確保方策 32,200 人 32,200 人 32,200 人 32,200 人 32,200 人 

 

 

② 保育所における一時的保育 

 保育所での一時的保育は、通常保育の対象とならない保護者の週２、３日程度の就労や、急 

病や入院などに伴う緊急・一時的な保育又は保護者の育児に伴う心理的・肉体的負担の解消 

などのため、一時的に保育を必要とする児童を対象として実施しています。 

保護者の育児負担の軽減に資する事業でもあり、ニーズ動向に留意しながら、市全体の実施 

体制について検討します。 
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（年：延べ利用人数） 

 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

需要量の見込み 1,580 人 1,550 人 1,520 人 1,490 人 1,460 人 

確保方策 13,500 人 13,500 人 13,500 人 13,500 人 13,500 人 

  ※ 確保方策＝1施設 15人×300 日×3施設 

 

 

 

（９） 時間外保育（延長保育）事業 

保育認定を受けた子どもについて、保育所の開所時間又は日中の利用時間帯（保育短時間）

を越えて、認定こども園、保育所等において保育を実施する事業 

 

＜確保方策＞ 

本市の認可保育所においては、保護者の就労形態の多様化、超過勤務などに伴う保育需要に

応えるため、開所時間を午後７時まで延長して保育を実施しているが、仕事と子育ての両立を

図る事業として、今後も利用者ニーズを踏まえながら、市全体の実施体制について検討します。 

 

（年：実利用人数） 

 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

需要量の見込み 440 人 430 人 420 人 410 人 400 人 

確保方策 550 人 550 人 550 人 550 人 550 人 

 

 

 

（１０） 病児（病後児）保育事業 

病児について、病院・保育所等に付設された専用スペース等において、看護師等が一時的に 

保育等する事業 

 

＜確保方策＞ 

本市における病児（病後児）事業については、市内の小児科の医師が少ないこと、事業実施

施設の整備には相応の財政負担を伴うこと、運営に関する国の補助が低額であることなどが課

題となっています。これらの課題に対する対応方策や保護者のニーズに対応できる事業の在り

方について引き続き検討します。 

 

（年：延べ利用人数） 

 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

需要量の見込み ３００人 300 人 300 人 300 人 300 人 

確保方策 実施体制を
検討し、条件
整備が完了
後、実施を判
断する。 

同左 同左 同左 同左 
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（１１） 放課後児童健全育成事業 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学生に対し、授業の終了後、小学校の余裕教室、

児童館等を利用して適切な遊びの場及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業 

 

＜確保方策＞ 

本市における放課後児童クラブ事業は、小学校 3 年生（特別支援学級等在籍児童は 6 年生

まで）の児童を対象としていましたが、法改正により、事業範囲が 6 年生までとなることから、

改正趣旨に沿って、6年生までの受入れに努めます。 

今後の放課後児童クラブ事業については、市の条例に基づき、運営を図るとともに、利用者

ニーズの把握に努め、必要に応じて見直しを図ります。 

なお、国が新たに示した「放課後子ども総合プラン」についての研究を進めます。    

   

（年：実利用人数） 

 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 

需要量の見込み（低学年） 590 人 580 人 570 人 560 人 550 人 

    〃     （高学年） 200 人 195 人 190 人 185 人 180 人 

確保方策 1,007 人 943 人 875 人 807 人 773 人 

 

 

４ 幼児期の学校教育・保育の一体的な提供及び推進方策 

 

（１） 目的 

国は、子ども・子育て支援新制度への移行により、幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・ 

子育て支援を総合的に進める仕組みを導入し、社会全体による費用負担によって、幼児教育・ 

保育・子育て支援の質・量の充実化を図ろうとしており、認定こども園、幼稚園、保育所を通 

じた共通の給付である「施設型給付」及び小規模保育、家庭的保育等への給付である「地域型 

保育給付」の創設を行いました。 

また、急速に少子高齢化が進む中で、結婚・出産・子育ての希望がかなわない現状や、子育 

てについて、孤立感や負担感を持つ家庭が増加するなどの子育てをめぐる社会状況に対して、 

教育・保育が必要な子どもを持つ家庭だけではなく、全ての家庭を対象に地域のニーズに応じ 

た子育て支援を充実させ、子育てがしやすい社会を実現することを目的としています。 

 

（２） 教育・保育の一体的な提供の推進 

認定こども園は、保護者の就労状況等にかかわらず、そのニーズに合わせて子どもを受け入

れ、幼児期の学校教育・保育を一体的に行う幼稚園と保育所の両方の機能を併せ持った施設で

あり、国は、このたびの新制度移行により、従来、課題とされていた認定こども園制度の二重

行政の改善を図り、今後、設置の促進を図ることとしています。 

こうした制度改正の趣旨を踏まえ、需要動向の兼ね合いはありますが、要件を満たした上で、 

認定こども園への移行を希望する施設については、できるだけ移行を支援していきます。 

 

（３） 認定こども園、幼稚園及び保育所と小学校との連携の推進 

子どもの最善の利益を第一に考えながら、子どもの健やかな育ちに資するよう、幼児期の学 

校教育・保育と小学校教育（義務教育）との円滑な接続についての推進を図ります。 

保育所においては「保育所保育児童要録」を、幼稚園においては「指導要録の抄本又は写し」 

を小学校へ引き継ぎ、就学に際しての連携を図ることとしています。 
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認定こども園、幼稚園及び保育所では、幼児の小学校以後の生活や学習への理解を深める取 

組を行いつつ、幼児期の教育・保育の成果が小学校につながるようにすることに配慮し、保育 

所・幼稚園・小学校間での相互訪問による交流などにより連携を図ります。 

 

 

５ 産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設等の 
円滑な利用の確保 
 

共働き家庭が増加している中で、仕事を継続することを望みながらも、仕事と子育ての両立が困

難であることから、出産を機に退職する例や、産休明け又は育児休業明けの取得期間を切り上げて、

復職する例など、出産に伴う女性の就労継続が困難となっている状況も見受けられます。 

本市においては、保護者が産休明け又は育児休業明けの希望する時期に、教育・保育施設や地域

型保育事業の利用が円滑に図れるよう保護者に対する情報提供や相談支援に努めます。 

 

 

６ 子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する 
都道府県が行う施策との連携 

 

（１） 児童虐待防止対策の充実 

本市においては、育児放棄や児童虐待などから子どもの命を守るための対策として、警察、

児童相談所、幼稚園、保育所などの関係機関で構成する「要保護児童対策地域協議会」を設置

し、虐待の予防等に関する市民啓発や関係施設職員への研修、個別の事案に対するケース検討

会議などを行っています。また、児童相談所との連携の下で、要保護児童への対応を遅滞なく

進めるように取り組んでいます。 

児童虐待の発生予防や早期発見・早期対応のため、健康診査や保健指導等の母子保健活動や

地域の医療機関等との連携、乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん訪問事業）の実施等

を通じて、妊娠、出産及び育児期に支援を必要とする子どもや妊婦の家庭を早期に把握すると

ともに、特に支援を必要とする場合には、「要保護児童対策地域協議会」の機能を活用するな

どして、適切な支援に結び付けるようにします。また、児童相談所の権限や専門性を要する場

合には、適切な対応を要請するとともに、連携を図り、事案への対処に努めます。 

今後も、養育支援を必要とする家庭の早期発見や子どもの虐待の発生予防等に向けて、教

育・保育施設のほか、民生委員・児童委員をはじめとする地域での見守りを活用するとともに、

市民啓発を継続していきます。 

また、子どもや家庭に関する相談体制も重要であり、家庭児童相談や女性相談などから、関

係機関による情報共有や連携を図る必要性もあり、「要保護児童対策地域協議会」の各関係機

関との結びつきを強め、必要な対応を図るとともに、北海道が実施する研修会等への参加を通

じて、実際の児童虐待事例に基づいた要支援家庭に関する対応などについての理解を深め、担

当職員等の資質向上を図ります。 
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（２） ひとり親家庭の自立支援の推進 

ひとり親家庭の現状については、パート、アルバイト等の非正規労働の割合が高く、母子世

帯では就労年収もより低くなっています。また、子育て、進学及び就職に関する悩みがある場

合に、適切な相談窓口や支援制度を知らないなどの例も見受けられます。 

本市においては、母子及び父子並びに寡婦福祉法などに基づく国の施策及び北海道が推進す

る母子家庭等の自立支援に向けた支援策を推進し、他の関係機関との連携の下で、就業支援、

子育て・生活支援、養育費の確保支援、経済的支援などを柱として、児童扶養手当の支給事務、

母子自立支援員による相談体制や、自立支援給付金・高等職業訓練促進給付金による就業支援、

母子生活支援施設での生活支援など、ひとり親家庭の生活の安定と向上に向けて取り組みます。 

 

（３） 障害児施策の充実等 

地域において障害のある子どもとその家族を支えていくためには、専門機関や各関係機関の

連携の下で、支援策の活用が図られることが大切です。 

このため、障害のある子どもについては、妊婦及び乳幼児に対する健康診査等により早期に

発見することや、自立支援医療（育成医療）給付、障害等に応じた専門的な医療や療育の適切

な提供に結び付けていくことなど、保健、医療、福祉、教育等の各種施策の連携を図る中で、

在宅支援の充実や就学支援など教育支援体制の整備等も必要となります。 

本市においては、未就学児に対して、こども発達支援センターにおける相談支援や地域支

援・専門的支援を行っていますが、今後、小樽さくら学園においても相談支援や保育所等訪問

支援に取り組むとともに、特別な支援が必要な子どもとその家族等に対する支援の充実を図り

ます。 

   これまで、幼稚園や保育所では、身体の障害などのほか、自閉症や注意欠陥多動性障害（Ａ

ＤＨＤ）等の発達障害がある子どもの受入れを進めてきましたが、今後も継続して、より適切

な教育・保育を提供するために、幼稚園教諭や保育士など子どもを支援する職員への研修参加

などによる資質向上を図りつつ、支援等を行う必要があります。発達障害については、いまだ

社会的な理解が十分とはいえないことから、適切な情報の周知と家族支援を行うなど、関係機

関と連携して、取り組みます。 

 

 

７ 労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにする
ために必要な雇用環境の整備に関する施策との連携 
 

（１） 働きやすい職場環境の整備 

労働環境の改善のため、労働実態調査により労働環境の実態を把握し、最低賃金制度等の周

知や労働安全衛生体制の啓発に努めるとともに、勤労者福祉の向上のため、共済制度などの充

実や男女雇用機会均等法や育児・介護休業法などに基づく雇用制度の啓発活動を促進し、女性

の働きやすい環境づくりに努めます。 
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（２） 育児休業制度の周知 

育児休業を取得しやすい職場環境づくりや、子育て期間中を含めた働き方の見直しなどにつ

いての啓発を進めます。 

 

（３） ワーク・ライフ・バランスに関する意識啓発 

仕事と家庭が両立した生活（仕事と生活の調和、いわゆるワーク・ライフ・バランス）の実

現には、労働時間対策や多様な働き方など労働者の健康と生活に配慮した施策が必要であると

ともに、家庭での役割分担を選択できる環境の整備や、企業意識の改革、社会意識の醸成など

に継続して取り組む必要があるため、企業や民間団体に対するワーク・ライフ・バランスの理

解促進や労働環境の整備に向けた周知を図ります。 
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第５部 計画の推進 
 

１ 計画の策定・推進体制 
 

（１）計画の策定 

本計画の策定については、次のとおりの体制で行っております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小樽市子ども・子育て会議 

１４名 

 
学識経験者、公募市民、関係団

体からの推薦者及び子育て関係者

で構成 

 

 

 

 

 

小樽市子ども・子育て支援 

事業対策推進会議 

8名 
副市長を会長として、関係部長職 

7名で構成 

◎ 小樽市子ども・子育て支援事業 

 計画の策定、施策推進の協議 

 

 

 

 

＜市民＞ ＜行政＞ 

 

 

 

市民の皆さん 

 

 

 

 

 

小樽市子ども・子育て支援 

事業対策推進委員会 

9名 
子育て支援課長を委員長として、 

関係課長職8名で構成 

◎ 小樽市子ども・子育て支援事業 

 計画案の作成、施策の調査審議 

 

 

 

 

 

↑ 

推進会議への報告、課題整理 

課題提起、 
ニーズ調
査内容、計
画案 

意見・助言 

意見・要望 

意見・要望 

パブリック 
コメント 

小樽市子ども・子育て支援事業計画 

 

 

 

 

 

ニーズ調査 
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（２）計画の推進 

本計画は、子ども・子育て支援法第61条第7項で定める市町村子ども・子育て会議における意

見聴取及び国が定める基本的な指針に基づき、毎年度、点検・評価を行い、その結果を公表します。 

また、計画に定めた需要量の見込みと実際の認定状況が大きくかい離し、必要と考えられる場合

には、計画期間の中間年を目安として計画の見直しを行います。 

計画の進行管理については、庁内推進体制の下で進めるとともに、小樽市子ども・子育て会議で

の意見聴取を行います。 

 

○ 子ども・子育て支援法 

（市町村子ども・子育て支援事業計画） 

第６１条 

７ 市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を定め、又は変更しようとするときは、あ

らかじめ、第７７条第１項の審議会その他の合議制の機関を設置している場合にあってはそ

の意見を、その他の場合にあっては子どもの保護者その他子ども・子育て支援に係る当事者

の意見を聴かなければならない。 

○ 教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の整備並びに子ども・子育て支

援給付及び地域子ども・子育て支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な指針 

六 その他 

３ 子ども・子育て支援事業計画の達成状況の点検及び評価 

市町村及び都道府県は、各年度において、子ども・子育て支援事業計画に基づく施策の実

施状況（教育・保育施設や地域型保育事業の認可等の状況を含む。）や、これに係る費用の

使途実績等について点検、評価し、この結果を公表するとともに、これに基づいて対策を実

施すること。この場合において、公立の教育・保育施設に係る施策の実施状況等についても、

その対象とする必要があることに留意が必要である。この際、この一連の過程を開かれたも

のとするため、地方版子ども・子育て会議を活用することが望まれる。 

評価においては、個別事業の進捗状況（ アウトプット） に加え、計画全体の成果（アウ

トカム）についても点検・評価することが重要である。子ども・子育て支援の推進において

は、利用者の視点に立った柔軟かつ総合的な取組が必要であり、このような取組を評価する

ため、利用者の視点に立った指標を設定し、点検及び評価を行い、施策の改善につなげてい

くことが望まれる。法の施行後、支給認定を受けた保護者の認定区分ごとの人数が、二の２

の（一）又は四の２の（一）により定めた当該認定区分に係る量の見込みと大きくかい離し

ている場合には、適切な基盤整備を行うため、計画の見直しが必要となる。このため、市町

村は、支給認定の状況を踏まえ、計画期間の中間年を目安として、必要な場合には、市町村

子ども・子育て支援事業計画の見直しを行うこと。都道府県においても、市町村子ども・子

育て支援事業計画の見直し状況等を踏まえ、必要な場合には、都道府県子ども・子育て支援

事業支援計画の見直しを行うこと。なお、この場合において見直し後の子ども・子育て支援

事業計画の期間は、当初の計画期間とすること。 
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